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出題の意図・解答例 

 

出題の意図 

今年度の総合型選抜Ⅰ期（英語資格型）の小論文では、近年の国際情勢や科学技術政策の動向を背景

に、国家の発展における科学技術および高等教育の役割について考えてもらうことを目的とした。この

具体的な題材として、米国トランプ政権下における科学技術政策が国際的な人材流動や国家の信頼に与

える影響、日本における国際的な科学技術投資の停滞や社会的無関心の問題などを論じた新聞記事（『日

本経済新聞』2025 年 6 月 12 日朝刊）の一部を抜粋し、課題文とした。 

問 1 は、課題文の内容を十分に把握・理解した上で要約をする力を確認する問題である。問 2 は、課

題文の内容を十分に踏まえた上で、自身の考えを論理的に表現する力を試す問題となっている。 

 

解答例 

問1  

トランプ政権による科学技術政策の軽視は、米国の国際的地位や信頼、優秀な人材の流入を損ない、国

家の衰退を招くことが懸念される。その一方で、日本もまた科学技術や高等教育への投資が不足し、大学

予算は 2000 年以降ほぼ横ばいのまま、政策も世界の動きから遅れている。研究者や大学の使命感の欠如、

社会全体の無関心が、日本の大きな危機であると警鐘を鳴らす。科学技術立国を目指すには、政府だけで

なく大学や研究機関、研究者個人も現実を直視し、大学院制度や人事制度の抜本的改革、そして国際的な

人材の積極的受け入れを進めるべきだと主張する。この危機を再生の機会と捉え、日本が主権国家とし

て再び力を取り戻すべきだと訴えている。 

 

問 2  

日本が科学技術立国として再び世界で存在感を示すためには、制度、人材、文化の三つの側面から包括

的な改革が必要である。第一に、基礎研究への継続的かつ安定的な公的投資の強化が求められる。現在の

ように短期的成果ばかりを重視する風潮では、若手研究者が将来性のある挑戦的な研究に取り組む余地

が限られる。競争的資金だけでなく、長期的視点で自由な研究を支える資金枠の確保が不可欠である。第

二に、国際的な優秀な人材の受け入れ体制を抜本的に見直す必要がある。英語による教育・研究の拡充、

在留資格制度の柔軟化、生活支援や家族向けの支援体制の整備などを通じて、海外の研究者が日本で長

期的にキャリアを築ける環境を整えるべきである。第三に、人事・評価制度の改革も不可欠だ。年功序列

に基づく人事制度では、実力や成果が正当に評価されにくく、若手の意欲を削ぐ。成果と挑戦を評価軸と

した柔軟な制度に転換する必要がある。さらに、大学院教育の再構築やスタートアップ支援、研究成果の

社会実装を促す法整備も重要である。多様性と包摂性を尊重し、国内外の知性が集う開かれた研究環境

をつくることこそ、日本の科学技術再生の鍵になると考える。 

 


